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(57)【要約】
【課題】隣り合う複数のバイポーラ電極間の絶縁性が高
い蓄電モジュールを提供する。
【解決手段】蓄電モジュール４は、電極板１５と正極１
６と負極１７とをそれぞれ含む複数のバイポーラ電極１
４が積層された電極積層体１１と、隣り合う複数のバイ
ポーラ電極１４間に配置され、電極板１５の縁部１５ｃ
に溶着された第１封止部２１とを備える。第１封止部２
１は、電極板１５の縁部１５ｃに溶着された第１枠体２
３と、第１枠体２３上に配置された第２枠体２４とを有
する。第１枠体２３は、第１樹脂材料を含む。第２枠体
２４は、第２樹脂材料を含む。第２樹脂材料のメルトマ
スフローレイトは第１樹脂材料のメルトマスフローレイ
トよりも小さい。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電極板と、前記電極板の第１面に設けられた正極と、前記電極板の前記第１面の反対側
の第２面に設けられた負極とをそれぞれ含む複数のバイポーラ電極が積層された電極積層
体と、
　隣り合う前記複数のバイポーラ電極間に配置され、前記電極板の縁部に溶着された封止
部と、
を備え、
　前記封止部は、前記電極板の縁部に溶着された第１枠体と、前記第１枠体上に配置され
た第２枠体とを有し、
　前記第１枠体は、第１樹脂材料を含み、
　前記第２枠体は、第２樹脂材料を含み、
　前記第２樹脂材料のメルトマスフローレイトが前記第１樹脂材料のメルトマスフローレ
イトよりも小さい、蓄電モジュール。
【請求項２】
　前記電極板の前記縁部の表面は粗面化されている、請求項１に記載の蓄電モジュール。
【請求項３】
　前記複数のバイポーラ電極の積層方向における前記第１枠体の厚みは、粗面化された前
記表面に形成された突起の高さよりも大きい、請求項２に記載の蓄電モジュール。
【請求項４】
　前記複数のバイポーラ電極の積層方向に交差する方向において前記第１枠体の内周端と
前記第２枠体の内周端とが互いに異なる位置にあることによって段差部が形成されている
、請求項１～３のいずれか一項に記載の蓄電モジュール。
【請求項５】
　前記複数のバイポーラ電極の積層方向における前記第２枠体の厚みは、前記複数のバイ
ポーラ電極の積層方向における前記第１枠体の厚みよりも大きい、請求項１～４のいずれ
か一項に記載の蓄電モジュール。
【請求項６】
　前記第１樹脂材料のメルトマスフローレイトをＡ、前記第２樹脂材料のメルトマスフロ
ーレイトをＢとした場合に、Ａ／Ｂ≧２である、請求項１～５のいずれか一項に記載の蓄
電モジュール。
【請求項７】
　前記第１樹脂材料のメルトマスフローレイトが６～６０ｇ／１０ｍｉｎであり、
　前記第２樹脂材料のメルトマスフローレイトが３ｇ／１０ｍｉｎ以下である、請求項１
～６のいずれか一項に記載の蓄電モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の一側面は、蓄電モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の蓄電モジュールとして、電極板の一方面に正極が形成され、他方面に負極が形成
されたバイポーラ電極を備えるバイポーラ電池が知られている（特許文献１参照）。バイ
ポーラ電池は、セパレータを介して複数のバイポーラ電極を積層してなる電極積層体を備
えている。電極板の縁部には封止部が設けられている。封止部は、互いに融点が異なる第
１の樹脂及び第２の樹脂を有している。第１の樹脂と第２の樹脂とは熱加圧により接着さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】



(3) JP 2020-9631 A 2020.1.16

10

20

30

40

50

【特許文献１】特開２００５－１９０７１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記蓄電モジュールでは、第１の樹脂及び第２の樹脂が加熱されると、第１の樹脂及び
第２の樹脂が溶融して流動するので、得られる封止部の厚みが薄くなるおそれがある。そ
の場合、隣り合う複数のバイポーラ電極間の距離が短くなるので、隣り合う複数のバイポ
ーラ電極間の絶縁性が低下する。
【０００５】
　本発明の一側面は、隣り合う複数のバイポーラ電極間の絶縁性が高い蓄電モジュールを
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一側面に係る蓄電モジュールは、電極板と、前記電極板の第１面に設けられた
正極と、前記電極板の前記第１面の反対側の第２面に設けられた負極とをそれぞれ含む複
数のバイポーラ電極が積層された電極積層体と、隣り合う前記複数のバイポーラ電極間に
配置され、前記電極板の縁部に溶着された封止部と、を備え、前記封止部は、前記電極板
の縁部に溶着された第１枠体と、前記第１枠体上に配置された第２枠体とを有し、前記第
１枠体は、第１樹脂材料を含み、前記第２枠体は、第２樹脂材料を含み、前記第２樹脂材
料のメルトマスフローレイトが前記第１樹脂材料のメルトマスフローレイトよりも小さい
。
【０００７】
　通常、電極板の縁部に封止部を溶着する際に、封止部の樹脂材料が流動して封止部の厚
みが薄くなることがある。しかし、上記蓄電モジュールでは、第２樹脂材料の流動性が比
較的低いので、溶着時に第２樹脂材料が流動し難い。そのため、第２枠体の厚みが薄くな
り難いので、封止部の厚み（第１枠体の厚みと第２枠体の厚みとの合計値）が薄くなるこ
とを抑制できる。よって、隣り合う複数のバイポーラ電極間の距離を長くできるので、隣
り合う複数のバイポーラ電極間の絶縁性が高い蓄電モジュールが得られる。
【０００８】
　前記電極板の前記縁部の表面は粗面化されてもよい。この場合、第１枠体を電極板の縁
部に溶着する際に、粗面化された表面に形成された突起間の隙間に、流動した第１樹脂材
料が入り込む。第１樹脂材料の流動性は比較的高いので、流動した第１樹脂材料が突起間
の隙間に入り易い。よって、電極板の縁部と第１枠体との間の接合強度を高めることがで
きる。
【０００９】
　前記複数のバイポーラ電極の積層方向における前記第１枠体の厚みは、粗面化された前
記表面に形成された突起の高さよりも大きくてもよい。この場合、第１枠体を電極板の縁
部に溶着する際に、突起間の隙間を第１樹脂材料によって充填することができる。よって
、電極板の縁部と第１枠体との間の接合強度を高めることができる。
【００１０】
　前記複数のバイポーラ電極の積層方向に交差する方向において前記第１枠体の内周端と
前記第２枠体の内周端とが互いに異なる位置にあることによって段差部が形成されてもよ
い。この場合、段差部上にセパレータを配置することができる。
【００１１】
　前記複数のバイポーラ電極の積層方向における前記第２枠体の厚みは、前記複数のバイ
ポーラ電極の積層方向における前記第１枠体の厚みよりも大きくてもよい。この場合、封
止部の厚みが薄くなることを抑制する効果が大きくなる。
【００１２】
　前記第１樹脂材料のメルトマスフローレイトをＡ、前記第２樹脂材料のメルトマスフロ
ーレイトをＢとした場合に、Ａ／Ｂ≧２であってもよい。この場合、第２樹脂材料の流動
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性を非常に低くできるので、溶着時に第２樹脂材料が流動し難い。
【００１３】
　前記第１樹脂材料のメルトマスフローレイトが６～６０ｇ／１０ｍｉｎであり、前記第
２樹脂材料のメルトマスフローレイトが３ｇ／１０ｍｉｎ以下であってもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の一側面によれば、隣り合う複数のバイポーラ電極間の絶縁性が高い蓄電モジュ
ールが提供され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】一実施形態の蓄電モジュールを含む蓄電装置を示す概略断面図である。
【図２】図１の蓄電モジュールの内部構成を示す概略断面図である。
【図３】図２の一部を拡大して示す概略断面図である。
【図４】変形例に係る蓄電モジュールの一部を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、添付図面を参照しながら本発明の実施形態が詳細に説明される。図面の説明にお
いて、同一又は同等の要素には同一符号が用いられ、重複する説明は省略される。
【００１７】
　図１は、本実施形態の蓄電モジュールを含む蓄電装置を示す概略断面図である。同図に
示す蓄電装置１は、例えばフォークリフト、ハイブリッド自動車、電気自動車等の各種車
両のバッテリとして用いられる。蓄電装置１は、複数の蓄電モジュール４を積層してなる
蓄電モジュール積層体２と、蓄電モジュール積層体２に対して積層方向に拘束荷重を付加
する拘束部材３とを備えて構成されている。
【００１８】
　蓄電モジュール積層体２は、複数（本実施形態では３体）の蓄電モジュール４と、蓄電
モジュール４，４間に配置された複数の導電板５とによって構成されている。蓄電モジュ
ール４は、例えば後述するバイポーラ電極１４を備えたバイポーラ電池であり、積層方向
から見て矩形状をなしている。蓄電モジュール４は、例えばニッケル水素二次電池、リチ
ウムイオン二次電池等の二次電池、或いは電気二重層キャパシタである。以下の説明では
、ニッケル水素二次電池を例示する。
【００１９】
　積層方向に隣り合う蓄電モジュール４，４同士は、導電板５を介して電気的に接続され
ている。導電板５は、積層端に位置する蓄電モジュール４の外側にもそれぞれ配置されて
いる。積層端に位置する蓄電モジュール４の外側に配置された一方の導電板５には、正極
端子６が接続されている。積層端に位置する蓄電モジュール４の外側に配置された他方の
導電板５には、負極端子７が接続されている。正極端子６及び負極端子７は、例えば導電
板５の縁部から積層方向に交差する方向に引き出されている。正極端子６及び負極端子７
により、蓄電装置１の充放電が実施される。
【００２０】
　各導電板５の内部には、空気等の冷媒を流通させる複数の流路５ａが設けられている。
各流路５ａは、例えば積層方向と、正極端子６及び負極端子７の引き出し方向とにそれぞ
れ直交する方向に互いに平行に延在している。これらの流路５ａに冷媒を流通させること
で、導電板５は、蓄電モジュール４，４同士を電気的に接続する接続部材としての機能の
ほか、蓄電モジュール４で発生した熱を放熱する放熱板としての機能を併せ持つ。なお、
図１の例では、積層方向から見た導電板５の面積は、蓄電モジュール４の面積よりも小さ
いが、放熱性の向上の観点から、導電板５の面積は、蓄電モジュール４の面積と同じであ
ってもよく、蓄電モジュール４の面積よりも大きくてもよい。
【００２１】
　拘束部材３は、蓄電モジュール積層体２を積層方向に挟む一対のエンドプレート８，８
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と、エンドプレート８，８同士を締結する締結ボルト９及びナット１０とによって構成さ
れている。エンドプレート８は、積層方向から見た蓄電モジュール４及び導電板５の面積
よりも一回り大きい面積を有する矩形の金属板である。エンドプレート８の内側面（蓄電
モジュール積層体２側の面）には、電気絶縁性を有するフィルムＦが設けられている。フ
ィルムＦにより、エンドプレート８と導電板５との間が絶縁されている。
【００２２】
　エンドプレート８の縁部には、蓄電モジュール積層体２よりも外側となる位置に挿通孔
８ａが設けられている。締結ボルト９は、一方のエンドプレート８の挿通孔８ａから他方
のエンドプレート８の挿通孔８ａに向かって通され、他方のエンドプレート８の挿通孔８
ａから突出した締結ボルト９の先端部分には、ナット１０が螺合されている。これにより
、蓄電モジュール４及び導電板５がエンドプレート８，８によって挟持されて蓄電モジュ
ール積層体２としてユニット化されると共に、蓄電モジュール積層体２に対して積層方向
に拘束荷重が付加される。
【００２３】
　次に、蓄電モジュール４の構成について更に詳細に説明する。図２は、蓄電モジュール
４の内部構成を示す概略断面図である。同図に示すように、蓄電モジュール４は、電極積
層体１１と、電極積層体１１を封止する封止体１２とを備えて構成されている。
【００２４】
　電極積層体１１は、セパレータ１３を介して複数の電極（複数のバイポーラ電極１４、
負極終端電極１８、及び正極終端電極１９）を積層することによって構成されている。こ
の例では、電極積層体１１の積層方向Ｄは蓄電モジュール積層体２の積層方向と一致して
いる。バイポーラ電極１４は、第１面１５ａに正極１６が形成され、かつ第１面１５ａの
反対側の第２面１５ｂに負極１７が形成された電極板１５からなる電極である。電極積層
体１１において、一のバイポーラ電極１４の正極１６は、セパレータ１３を挟んで積層方
向Ｄに隣り合う一方のバイポーラ電極１４の負極１７と対向している。電極積層体１１に
おいて、一のバイポーラ電極１４の負極１７は、セパレータ１３を挟んで積層方向Ｄに隣
り合う他方のバイポーラ電極１４の正極１６と対向している。
【００２５】
　電極積層体１１において、積層方向Ｄの一端には負極終端電極１８が配置され、積層方
向Ｄの他端には正極終端電極１９が配置されている。負極終端電極１８は、内面（積層方
向Ｄの中心側の面）１５ｄに負極１７が形成された電極板１５を含んでいる。正極終端電
極１９は、内面（積層方向Ｄの中心側の面）１５ｆに正極１６が形成された電極板１５を
含んでいる。負極終端電極１８の負極１７は、セパレータ１３を介して積層方向Ｄの一端
のバイポーラ電極１４の正極１６と対向している。正極終端電極１９の正極１６は、セパ
レータ１３を介して積層方向Ｄの他端のバイポーラ電極１４の負極１７と対向している。
負極終端電極１８の電極板１５の外面１５ｅには、蓄電モジュール４に隣接する一方の導
電板５が接触している。正極終端電極１９の電極板１５の外面１５ｇには、蓄電モジュー
ル４に隣接する他方の導電板５が接触している。
【００２６】
　電極板１５は、例えばニッケルからなる矩形の金属箔である。或いは、電極板１５は、
ニッケルめっき鋼板であってもよい。電極板１５の縁部（バイポーラ電極１４の縁部）１
５ｃは、正極活物質及び負極活物質が塗工されない未塗工領域となっている。正極１６を
構成する正極活物質としては、例えば水酸化ニッケルが挙げられる。負極１７を構成する
負極活物質としては、例えば水素吸蔵合金が挙げられる。本実施形態では、電極板１５の
第２面１５ｂにおける負極１７の形成領域は、電極板１５の第１面１５ａにおける正極１
６の形成領域に対して一回り大きくなっている。
【００２７】
　セパレータ１３は、例えばシート状に形成されている。セパレータ１３としては、ポリ
エチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）等のポリオレフィン系樹脂からなる多孔質フ
ィルム、ポリプロピレン、メチルセルロース等からなる織布又は不織布などが例示される
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。セパレータ１３は、フッ化ビニリデン樹脂化合物で補強されたものであってもよい。な
お、セパレータ１３は、シート状に限られず、袋状のものを用いてもよい。
【００２８】
　封止体１２は、例えば絶縁性の樹脂によって矩形の筒状に形成されている。封止体１２
を構成する樹脂材料としては、例えばポリプロピレン（ＰＰ）、ポリフェニレンサルファ
イド（ＰＰＳ）、又は変性ポリフェニレンエーテル（変性ＰＰＥ）などが挙げられる。封
止体１２は、バイポーラ電極１４の積層によって形成された電極積層体１１の側面１１ａ
を取り囲むように構成されている。
【００２９】
　封止体１２は、隣り合う複数のバイポーラ電極１４間に配置された第１封止部２１と、
複数の第１封止部２１の全体を外側から包囲するように設けられた第２封止部２２とを備
える。第１封止部２１は、電極板１５の縁部１５ｃに溶着される樹脂枠である。第１封止
部２１は、電極板１５の第１面１５ａ側の縁部１５ｃ（未塗工領域）において、電極板１
５の全ての辺にわたって連続的に設けられている。第１封止部２１の内側の一部は、積層
方向Ｄに隣り合うバイポーラ電極１４，１４の電極板１５の縁部１５ｃ同士の間に位置し
ており、外側の一部は、電極板１５から外側に張り出している。第１封止部２１は、当該
外側の一部において第２封止部２２に埋没している。
【００３０】
　第２封止部２２は、例えば樹脂の射出成形によって形成され、電極積層体１１における
積層方向Ｄの全長にわたって延在している。第２封止部２２は、例えば射出成型時の熱に
よって第１封止部２１の外表面に溶着されており、積層方向Ｄに隣り合うバイポーラ電極
１４，１４間を封止している。これにより、積層方向Ｄに隣り合うバイポーラ電極１４，
１４間には、内部空間Ｖが形成されている。この内部空間Ｖには、例えば水酸化カリウム
水溶液等のアルカリ溶液からなる電解液（不図示）が収容されている。電解液は、セパレ
ータ１３、正極１６及び負極１７内に含浸されている。
【００３１】
　同様に、負極終端電極１８及び正極終端電極１９の電極板１５の縁部１５ｃにも第１封
止部２１が設けられている。負極終端電極１８及び正極終端電極１９とバイポーラ電極１
４との間は第２封止部２２によって封止されている。第１封止部２１は、正極終端電極１
９の内面１５ｆ及び負極終端電極１８の電極板１５の外面１５ｅ上に溶着されている。以
上により、負極終端電極１８及び正極終端電極１９とバイポーラ電極１４との間に内部空
間Ｖが形成されており、この内部空間Ｖに電解液が収容されている。
【００３２】
　第１封止部２１は、電極板１５の縁部１５ｃに溶着された第１枠体２３と、第１枠体２
３上に配置された第２枠体２４とを有する。第１枠体２３と電極板１５との間は封止され
ている。第２枠体２４は、第１枠体２３に溶着又はラミネート接合されてもよいし、第１
枠体２３とは接合されずに第１枠体２３上に載置されてもよい。第１枠体２３及び第２枠
体２４のそれぞれは、積層方向Ｄに厚みを有するフィルムである。積層方向Ｄに交差する
方向Ｗにおいて、第１枠体２３の内周端２３ａと第２枠体２４の内周端２４ａとが互いに
異なる位置にあることによって段差部２５が形成されている。方向Ｗは積層方向Ｄに例え
ば直交している。段差部２５上にはセパレータ１３の端部１３ａが配置される。方向Ｗに
おいて、第１枠体２３の内周端２３ａと第２枠体２４の内周端２４ａとが同じ位置にあっ
てもよい。この場合、セパレータ１３の端部１３ａは、第１枠体２３の内周端２３ａ及び
第２枠体２４の内周端２４ａの内側に位置する。
【００３３】
　第１枠体２３は第１樹脂材料を含む。第１枠体２３は第１樹脂材料のみからなってもよ
い。第２枠体２４は、第２樹脂材料を含む。第２枠体２４は第２樹脂材料のみからなって
もよい。第２樹脂材料のメルトマスフローレイト（以下、ＭＦＲともいう）は、第１樹脂
材料のＭＦＲよりも小さい。本明細書において、ＭＦＲは、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０（ＩＳ
Ｏ１１３３）に準拠して、温度２３０℃、荷重２．１６ｋｇで測定される。第１樹脂材料
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のＭＦＲをＡ、第２樹脂材料のＭＦＲをＢとした場合に、Ａ／Ｂ≧２であってもよいし、
Ａ／Ｂ≧２０であってもよいし、Ａ／Ｂ≧１００であってもよい。一例において、第１樹
脂材料のＭＦＲは、６～６０ｇ／１０ｍｉｎであり、第２樹脂材料のＭＦＲは、３ｇ／１
０ｍｉｎ以下である。
【００３４】
　第１樹脂材料又は第２樹脂材料に含まれる熱可塑性樹脂の例としては、ポリプロピレン
（ＰＰ）、ポリフェニレンサルファイド（ＰＰＳ）、又は変性ポリフェニレンエーテル（
変性ＰＰＥ）が挙げられる。第１樹脂材料及び第２樹脂材料は、主成分として、同じ種類
の熱可塑性樹脂を含有してもよいし、互いに異なる種類の熱可塑性樹脂を含有してもよい
。第１樹脂材料の主成分となる熱可塑性樹脂の質量百分率は、第１樹脂材料全体の質量を
基準として、例えば９０質量％以上である。同様に、第２樹脂材料の主成分となる熱可塑
性樹脂の質量百分率は、第２樹脂材料全体の質量を基準として、例えば９０質量％以上で
ある。第１樹脂材料又は第２樹脂材料のＭＦＲは、熱可塑性樹脂の種類を選択することに
よって調整されてもよいし、例えばゴム等の添加剤を熱可塑性樹脂に添加することによっ
て調整されてもよい。一例において、第１樹脂材料及び第２樹脂材料のそれぞれは、主成
分としてポリプロピレン（ＰＰ）を含有し、第２樹脂材料は添加剤としてゴムを含有して
いる。なお、第１樹脂材料の融点は第２樹脂材料の融点と同じでもよいし、それより低く
てもよい。融点はＭＦＲと独立に制御可能なパラメータである。
【００３５】
　図３は、図２の一部を拡大して示す概略断面図である。図３に示されるように、電極板
１５の縁部１５ｃの表面は粗面化されてもよい。ここでは、各バイポーラ電極１４におい
て、図２に示される第１面１５ａ、第２面１５ｂ及び端面を含む電極板１５の表面全体が
粗面化されている。電極板１５の表面は、例えば、電解メッキ処理で複数の微細な突起１
５ｐが形成されることにより粗面化されている。同様に、負極終端電極１８についても、
内面１５ｄ、外面１５ｅ及び端面を含む電極板１５の表面全体が粗面化されており、正極
終端電極１９についても、内面１５ｆ、外面１５ｇ及び端面を含む電極板１５の表面全体
が粗面化されている。このように電極板１５が粗面化されている場合、電極板１５と第１
枠体２３との接合界面では、溶融状態の第１樹脂材料が突起１５ｐ間の隙間に入り込み、
アンカー効果が発揮される。これにより、電極板１５と第１枠体２３との間の接合強度を
高めることができる。第１面１５ａ（負極終端電極１８については外面１５ｅ）における
縁部１５ｃが少なくとも粗面化されていると、接合強度を高める効果が得られる。突起１
５ｐは、例えば、基端側から先端側に向かって先太りとなる形状を有している。この場合
、互いに隣接する突起１５ｐの間の断面形状はアンダーカット形状となり、アンカー効果
が生じ易い。なお、図３は模式図であって、突起１５ｐの形状及び密度等は特に限定され
ない。
【００３６】
　図３に示されるように、積層方向Ｄにおいて、第２枠体２４の厚みＤ２は、第１枠体２
３の厚みＤ１より大きくてもよい。積層方向Ｄにおける第１枠体２３の厚みＤ１は、突起
１５ｐの高さＨ１より大きくてもよい。
【００３７】
　続いて、蓄電モジュール４の作用効果を説明する。
【００３８】
　上述したように、蓄電モジュール４は、第１樹脂材料を含む第１枠体２３と第２樹脂材
料を含む第２枠体２４とを備え、第２樹脂材料のＭＦＲは第１樹脂材料のＭＦＲよりも小
さい。通常、電極板１５の縁部１５ｃに封止部を溶着する際に、封止部の樹脂材料が流動
して封止部の厚みが薄くなることがある。しかし、蓄電モジュール４では、第２樹脂材料
の流動性が比較的低いので、溶着時に第２樹脂材料が流動し難い。そのため、第２枠体２
４の厚みＤ２が薄くなり難いので、第１封止部２１の厚み（第１枠体２３の厚みＤ１と第
２枠体２４の厚みＤ２との合計値）が薄くなることを抑制できる。よって、隣り合う複数
のバイポーラ電極１４間の距離を長くできるので、隣り合う複数のバイポーラ電極１４間
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の絶縁性が高い蓄電モジュール４が得られる。同様に、バイポーラ電極１４と負極終端電
極１８との間の絶縁性及びバイポーラ電極１４と正極終端電極１９との間の絶縁性も向上
できる。
【００３９】
　また、電極板１５の縁部１５ｃの表面が粗面化されていると、第１枠体２３を電極板１
５の縁部１５ｃに溶着する際に、粗面化された表面に形成された突起１５ｐ間の隙間に、
流動した第１樹脂材料が入り込む。第１樹脂材料の流動性は比較的高いので、流動した第
１樹脂材料が突起１５ｐ間の隙間に入り易い。よって、電極板１５の縁部１５ｃと第１枠
体２３との間の接合強度を高めることができる。
【００４０】
　図３に示されるように第１枠体２３の厚みＤ１が突起１５ｐの高さよりも大きいと、第
１枠体２３を電極板１５の縁部１５ｃに溶着する際に、突起１５ｐ間の隙間を第１樹脂材
料によって充填することができる。よって、電極板１５の縁部１５ｃと第１枠体２３との
間の接合強度を高めることができる。
【００４１】
　第１枠体２３の内周端２３ａと第２枠体２４の内周端２４ａとが互いに異なる位置にあ
ることによって段差部２５が形成されていると、段差部２５上にセパレータ１３を配置す
ることができる。
【００４２】
　第２枠体２４の厚みＤ２が第１枠体２３の厚みＤ１よりも大きいと、第１封止部２１の
厚み（Ｄ１＋Ｄ２）が薄くなることを抑制する効果が大きくなる。
【００４３】
　第１樹脂材料のＭＦＲをＡ、第２樹脂材料のＭＦＲをＢとした場合に、Ａ／Ｂ≧２であ
ると、第２樹脂材料の流動性を非常に低くできるので、溶着時に第２樹脂材料が流動し難
い。
【００４４】
　続いて、上述した蓄電装置１の製造方法について説明する。蓄電装置１の製造方法は、
一次成形工程と、積層工程と、二次成形工程とを含んで構成されている。まず、一次成形
工程では、所定数のバイポーラ電極１４、並びに一対の負極終端電極１８及び正極終端電
極１９を用意し、各電極板１５の縁部１５ｃに沿って第１封止部２１を溶着する。溶着を
行う際には、例えば、第１枠体２３及び第２枠体２４を電極板１５の縁部１５ｃ上に順に
載置した後、第１枠体２３、第２枠体２４及び電極板１５を熱加圧することによって、第
１枠体２３を電極板１５の縁部１５ｃに溶着する。あるいは、例えばラミネート接合等に
より第１枠体２３と第２枠体２４とを一体化した後、一体化した第１枠体２３及び第２枠
体２４を電極板１５の縁部１５ｃ上に載置し、第１枠体２３、第２枠体２４及び電極板１
５を熱加圧してもよい。
【００４５】
　積層工程では、第１封止部２１が電極板１５の縁部１５ｃ同士の間に配置されるように
、セパレータ１３を介してバイポーラ電極１４、負極終端電極１８及び正極終端電極１９
を積層することにより、電極積層体１１を形成する。二次成形工程では、射出成形の金型
（不図示）内に電極積層体１１を配置した後、金型内に溶融樹脂を射出することにより、
第１封止部２１を包囲するように第２封止部２２を形成する。これにより、電極積層体１
１の側面１１ａに封止体１２が形成される。
【００４６】
　二次成形工程の後、バイポーラ電極１４，１４間の内部空間Ｖに電解液を注入する工程
、蓄電モジュール４と導電板５とを積層して蓄電モジュール積層体２を形成する工程、及
び拘束部材３によって蓄電モジュール積層体２を拘束する工程等を経て、図１に示した蓄
電装置１が得られる。
【００４７】
　図４は、変形例に係る蓄電モジュールの一部を示す概略断面図である。本変形例に係る
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蓄電モジュールは、第１封止部２１に代えて第１封止部１２１を備えること以外は蓄電モ
ジュール４と同じ構成を備える。図４に示されるように、第１封止部１２１は、電極板１
５の縁部１５ｃに溶着された第１枠体１２３と、第１枠体１２３上に配置された第２枠体
１２４と、第２枠体１２４上に配置された第３枠体１２６とを備える。第３枠体１２６は
、積層方向Ｄに厚みを有するフィルムである。
【００４８】
　第３枠体１２６は、第１枠体１２３及び第２枠体１２４と共に熱加圧されてもよいし、
第１枠体１２３及び第２枠体１２４を熱加圧した後に第３枠体１２６を第２枠体１２４上
に載置してもよい。積層方向Ｄに交差する方向Ｗにおいて、第２枠体１２４の内周端１２
４ａと第３枠体１２６の内周端１２６ａとが互いに異なる位置にあることによって段差部
１２５が形成されている。段差部１２５上にはセパレータ１３の端部１３ａが配置される
。方向Ｗにおいて、第１枠体１２３の内周端１２３ａ、第２枠体１２４の内周端１２４ａ
及び第３枠体１２６の内周端１２６ａは互いに同じ位置にあっても異なる位置にあっても
よい。図４に示される例では、第１枠体１２３の内周端１２３ａは第２枠体１２４の内周
端１２４ａと同じ位置になっている。
【００４９】
　第１枠体１２３は第１枠体２３の第１樹脂材料と同じ材料を含む。第２枠体１２４は第
２枠体２４の第２樹脂材料と同じ材料を含む。したがって、第２樹脂材料のＭＦＲは第１
樹脂材料のＭＦＲよりも小さい。第３枠体１２６は第３樹脂材料を含む。第３樹脂材料は
第１樹脂材料又は第２樹脂材料と同じでもよいし、異なってもよい。
【００５０】
　本変形例に係る蓄電モジュールにおいても蓄電モジュール４と同様に、積層方向Ｄにお
ける第２枠体１２４の厚みが薄くなり難い。また、第３枠体１２６が熱加圧されない場合
、積層方向Ｄにおける第３枠体１２６の厚みも薄くなり難い。よって、積層方向Ｄにおけ
る第１封止部１２１の厚み（第１枠体１２３の厚みと第２枠体１２４の厚みと第３枠体１
２６の厚みの合計値）が薄くなることを抑制できる。よって、隣り合う複数のバイポーラ
電極１４間の距離を長くできるので、隣り合う複数のバイポーラ電極１４間の絶縁性が高
くなる。さらに、第３枠体１２６の厚みが段差部１２５の高さとなるので、第３枠体１２
６の厚みを調整することにより段差部１２５の高さを調整できる。
【００５１】
　以上、本発明の好適な実施形態について詳細に説明されたが、本発明は上記実施形態に
限定されない。
【符号の説明】
【００５２】
　４…蓄電モジュール、１１…電極積層体、１４…バイポーラ電極、１５…電極板、１５
ａ…第１面、１５ｂ…第２面、１５ｃ…縁部、１５ｐ…突起、１６…正極、１７…負極、
２１，１２１…第１封止部（封止部）、２３，１２３…第１枠体、２３ａ，２４ａ…内周
端、２４，１２４…第２枠体、２５…段差部。
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